
地域自主戦略交付金に係る評価結果

長　野　県

目 標 設 定 　平成２４年度地域自主戦略交付金に係る成果目標

番 号 　１

成 果 目 標

　長野県中期総合計画「第3章　交通安全対策の推進H19～H24」

　・年間死亡事故死者数100人以下

　・年間交通事故件数11,000件以下

　※　交通安全施設整備事業（補助金事業の安全対策・防災機

　　能の強化事業及び社会資本整備総合交付金事業・県単事業）

　　との一体目標

達 成 予 定 年 度 　平成２４年度

中 間 評 価 年 度 　―

対 応 事 業 　交通安全施設整備に関する事業

参 照 情 報 　長野県中期総合計画

評 価 結 果

　平成24年の死亡事故死者数は97人、交通事故件数は10,403件であ

り、いずれも成果目標を達成し、事業による交通事故発生抑止が図

られている。

（根拠：地域自主戦略交付金制度要綱第11第１項第２号）



地域自主戦略交付金に係る評価結果

長　野　県

目 標 設 定 　平成２４年度地域自主戦略交付金に係る成果目標

番 号 　６

成 果 目 標

　障害者支援施設「幸泉園」（S54年築）の大規模修繕（耐震補

強、居室、トイレ、厨房等の改修）に要する費用の一部に対して補

助し、施設入所者の福祉の向上を図る。

達 成 予 定 年 度 　平成２４年度

中 間 評 価 年 度 　―

対 応 事 業 　社会福祉施設等施設整備に関する事業

参 照 情 報 　長野県障害者プラン2012

評 価 結 果

　成果目標としてあげていた老朽化した部分を改修したことで、施

設入所者の福祉の向上を図ることができた。

○施設の定員

　生活介護　　　　　40人

　施設入所支援　　　40人

　短期入所　　　　　 2人

○提供するサービス別の主な支援

・生活介護、短期入所…主に重症心身障害者を受け入れ、障害者

　の社会参加と介護者の負担軽減を図る。

・施設入所支援…主として夜間において、日常生活上の支援（入

　浴、排せつ及び食事等の介護、生活等に関する相談及び助言

　等）を行う。

（根拠：地域自主戦略交付金制度要綱第11第１項第２号）



地域自主戦略交付金に係る評価結果

長　野　県

目 標 設 定 　平成２４年度地域自主戦略交付金に係る成果目標

番 号 　７

成 果 目 標

　障害福祉サービス事業所「さんらいずホール」の創設（特別養護

老人ホーム「ちいさがたの家」（S61年築）として利用している建

物を改修し、障害福祉サービス事業所へ転換）に要する費用の一部

に対して補助し、障害者の日中活動の場の確保を図る。

達 成 予 定 年 度 　平成２４年度

中 間 評 価 年 度 　―

対 応 事 業 　社会福祉施設等施設整備に関する事業

参 照 情 報 　長野県障害者プラン2012

評 価 結 果

　新たに障害福祉サービス事業所を開設することによって、下記の

とおり障害者を受け入れる施設となった。

○施設の定員

　生活介護　　　　　20人

　宿泊型自立訓練　　20人

　就労継続支援Ｂ型　20人

　短期入所　　　　　10人

○提供するサービス別の主な支援

・宿泊型自立訓練…主に精神科病院からの退院者を受け入れ、精

　神障害者の地域移行を促進する。

・生活介護、短期入所…主に重症心身障害者を受け入れ、障害者

　の社会参加と介護者の負担軽減を図る。

・就労継続支援Ｂ型…地域の多様なニーズに対応する。

（根拠：地域自主戦略交付金制度要綱第11第１項第２号）



地域自主戦略交付金に係る評価結果

長　野　県

目 標 設 定 　平成２４年度地域自主戦略交付金に係る成果目標

番 号 　８

成 果 目 標

　「長野県食と農業農村振興計画」に基づき、元気な信州農業の実現に向け、持

続的な農業　生産と農村地域の利便性や快適性の向上を図るため、次の３つの目

標を基本とし、農業生産基盤と生活環境の整備を総合的に推進する。

　①農産物の安定生産に向けた基盤づくり

　②住み良い農村づくり

　③災害に強い農村づくり

目標 ①

・基幹的農業用用排水路における機能保全計画策定施設の割合を増加させる。

　【12％(H21) ⇒ 約25％(H24)】

・基幹的な農業水利施設、畑地かんがい施設等の更新整備により、機能の維持又

は向上が図られ、農業用水の安定供給や排水機能が確保される農用地を増加させ

る。【47,900ha(H21) ⇒ 約49,300ha(H24)】

・農道の補修等が必要となっている農用地のうち、補修等により、通作及び農産

物輸送条件の維持又は向上が図られる農用地を増加させる。

　【2,100ha(H21) ⇒ 約8,100ha(H24)】

目標 ②

・農業集落排水施設における最適整備構想策定処理区の割合を増加させる。

　【0％(H21) ⇒ 約10％(H24)】

・農業集落排水施設の機能強化により、生活環境が維持又は改善される対象人口

の割合を増加させる。【13％(H21) ⇒ 約14％(H24)】

・小水力発電等の発電施設の調査研究、設計や整備を行い、再生可能エネルギー

活用の普及拡大を図る。【６地区（H21）⇒10地区(H24)】

目標 ③

・農地防災対策により、湛水被害等のおそれのある農用地の延べ面積を減少させ

る。【7,600ha(H21) ⇒ 約6,000ha(H24)】

達 成 予 定 年 度 　平成２４年度

中 間 評 価 年 度 　―

対 応 事 業 　農山漁村地域整備に関する事業

参 照 情 報

　農山漁村地域自主戦略整備計画

　「食と農が織りなす　元気な信州農業」の実現に向けた基盤整備計画

評 価 結 果

目標①

（平成25年度への繰越地区があるため、事業完了後に評価を実施。）

目標②

・農業集落排水施設における最適整備構想策定処理区の割合

  10.4％（Ｈ24末）　目標達成

・農業集落排水施設の機能強化により、生活環境が維持又は改善される

　対象人口の割合

　14.3％（Ｈ24末）　目標達成

・小水力発電等の発電施設の調査研究、設計や整備を行い、再生可能エ

　ネルギー活用の普及拡大

　18地区（Ｈ24末）　目標達成

目標③

（平成25年度への繰越地区があるため、事業完了後に評価を実施。）

（根拠：地域自主戦略交付金制度要綱第11第１項第２号）



地域自主戦略交付金に係る評価結果

長　野　県

目 標 設 定 　平成２４年度地域自主戦略交付金に係る成果目標

番 号 　２０

成 果 目 標

　地質が脆弱で、地形が急峻な県内全域において土砂災害から県民

の生命・財産を守り、安全で安心な災害に強い県土づくりのため、

砂防堰堤設置などのハード対策と土砂災害警戒区域の指定などのソ

フト対策が一体となった効果的な土砂災害対策の推進を行う。

・土砂災害から保全される人家戸数

   【（H21末）48,968戸⇒（H24末）50,200戸】

・土石流危険渓流の砂防施設整備率

   【（H21末）20.1％⇒（H24末）20.6％】

・土砂災害警戒区域か所の指定箇所

   【（H21末）13,171箇所⇒（H24末）21,440箇所】

達 成 予 定 年 度 　平成２４年度

中 間 評 価 年 度 　―

対 応 事 業 　社会資本整備に関する事業

参 照 情 報

　社会資本総合整備計画（水の安全・安心基盤整備）「ハードとソ

フトが一体となった総合的な減災対策の推進」

評 価 結 果

・土砂災害から保全される人家戸数　　　50,709戸（H24末）

・土石流危険渓流の砂防施設整備率　　　　20.8％（H24末）

・土砂災害警戒区域か所の指定箇所　　20,919箇所（H24末）

　土砂災害から保全される人家戸数、土石流危険渓流の砂防施設整

備率ともに期待どおりの成果が得られ、土砂災害対策の推進が図ら

れた。

  また、土砂災害警戒区域か所の指定箇所については、H24末の目

標である21,440箇所をおおむね達成する状況となっており、土砂災

害から県民の生命及び身体の保護を図ることができた。

（根拠：地域自主戦略交付金制度要綱第11第１項第２号）



地域自主戦略交付金に係る評価結果

長　野　県

目 標 設 定 　平成２４年度地域自主戦略交付金に係る成果目標

番 号 　２２

成 果 目 標

　汚水処理人口普及率の向上

　【91.5％（H18）⇒　96.6％（H24）】

達 成 予 定 年 度 　平成２４年度

中 間 評 価 年 度 　―

対 応 事 業 　社会資本整備に関する事業

参 照 情 報

　社会資本総合整備計画

　長野県中期総合計画

評 価 結 果

・汚水処理人口普及率：96.6％

　市町村における計画的な生活排水処理施設の整備により、汚水処

理人口普及率は目標を達成することができた。

（根拠：地域自主戦略交付金制度要綱第11第１項第２号）



地域自主戦略交付金に係る中間評価

長　野　県

目 標 設 定 　平成２４年度地域自主戦略交付金に係る成果目標

番 号 　１０

成 果 目 標

　山地災害の発生の危険性が高い森林において、森林の防災効果と

水源かん養機能を高めるための治山施設整備及び森林整備

（2,500ha）を実施することにより、100集落の保全を図る。

達 成 予 定 年 度 　平成２６年度

中 間 評 価 年 度 　平成２４年度

対 応 事 業 　農山漁村地域整備に関する事業

参 照 情 報

　農山漁村地域自主戦略整備計画

　【計画の名称】

　　長野県安心安全な暮らしと水環境を保全する災害に強い森林

　　づくり計画

中 間 評 価

・森林整備面積

（H22～H24）　1,413ha

・集落の保全数

（H22～H24）　　57集落

　森林整備面積については、全体計画目標（2,500ha／5ヶ年）に対

して、ほぼ計画どおり整備が進んでいる。

　また、同事業による新たな集落の保全数についても、全体計画目

標（100集落／5ヶ年）に対して、ほぼ計画どおり進んでいる。

（根拠：地域自主戦略交付金制度要綱第11第１項第２号）


